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様式集（提案時）









        ①　上尾市協働のまちづくり推進事業提案書（第1号様式）

　　　　②　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しないことを確認した旨の書面（第2号様式）

③　団体目的等についての確認書（第３号様式）




1

第１号様式（第６条関係）

上尾市協働のまちづくり推進事業提案書（新規・継続）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（宛先）
上尾市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地〒 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先   

上尾市協働のまちづくり推進事業について、上尾市協働のまちづくり推進事業実施要綱第６条の規定により、次のとおり提案します。
	事業の名称
	

	実施期間
	　　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日まで

	事業のテーマ
	

	事業の概要
	

	総事業費
	　　　　　　　　　円（補助金交付申請額　　　　　　円）

	
１　現状における課題と事業の目的












２　事業の内容　












３　事業により期待できる効果












※記入欄が不足して書ききれない場合には、別紙に記入して添付してください。
	４ この事業に関する、団体のこれまでの取組や特性












５　市との協働に期待すること












６　事業実施期間終了後の展開













※記入欄が不足して書ききれない場合には、別紙に記入して添付してください。
７　事業のスケジュール　
	実　施　時　期
	実　施　内　容

	
　　　　　　
	


８　事業の実施体制
	氏　　名
	団体における役職等
	この事業における役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　事業を実施する際に中心的な役割を担う人を１０人以内で記入してください。

他団体との連携状況
	


※　企業・自治会・ＮＰＯ・ボランティア団体等と連携して事業を実施する場合には、その協力関係を記入してください。

９　事業収支予算書
１　収入の部単位：円

	項目
	予算額
	積算内訳

	市からの補助金
	
	

	自己資金
	
	

	事業実施による収入等
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	



２　支出の部
	区分
	予算額
	積算内訳・使途目的

	
	
	

	合計
	
	



１０　団体概要
	団体名
	（ふりがな）


	代表者名
	（ふりがな）


	連絡
責任者
	氏　名
	（ふりがな）


	
	住　所
	〒


	
	電話・FAX
	電話　　　　　　　　　　FAX

	
	E-mail
	

	設立年月日(活動開始日)
	

	団体の目的
	

	会員数
	個人会員　　　　　名　　 団体会員　　　　　団体

	これまでの主な活動内容
	

	これまでに受けた補助
･助成実績
	

	団体の財政規模
	本年度予算（　　　　年　　月～　　　　年　　月）
＜収入の部＞　　　　　　　　　　＜支出の部＞
　会費収入　　　　　千円　　　　　事業費　　　　　　 千円
　寄附収入　　　　　千円　　　　　管理運営費　　　　　千円
　事業収入　　　　　千円　　　　　その他支出　　　　　千円
　その他収入　　　　　　 千円
　　計　　　　　　 千円　　　　　　 計　　　　　　 千円

	
	前年度決算（　　　　年　　月～　　　　年　　月）
＜収入の部＞　　　　　　　　　　＜支出の部＞
　会費収入　　　　　千円　　　　　事業費　　　　　　 千円
　寄附収入　　　　　千円　　　　　管理運営費　　　　　千円
　事業収入　　　　　千円　　　　　その他支出　　　　　千円
　その他収入　　　　　　 千円
　　計　　　　　　 千円　　　　　　 計　　　　　　 千円

	添付書類
	定款又は会則等、会員及び役員の名簿、本年度予算書、直近１事業年度分の事業報告書及び収支計算書



第２号様式（第６条関係）

破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しないことを確認した旨の書面
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日
	　　　　　　　　　　　　　　　　 
					団体名   
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　		代表者名 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　下記の役員については、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しないことを確認しました。

	団体における役職名
	氏　　　名

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　※　証明書類の添付は不要です。



第３号様式（第６条関係）
団体目的等についての確認書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	　　　　　　　　　　　　　　　　 
団体名    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　





　当該団体は、下記のいずれの事項にも該当することを確認しました。

記

１　宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団体に該当しないこと。

２　政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体に該当しないこと。

３　特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体に該当しないこと。

４　暴力団でないこと。暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体でないこと。

５　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５条及び第８条に規定する処分を受けた団体又は当該団体若しくはその構成員の統制の下にある団体でないこと。

